
＜現状＞ 

○ 今後の高齢化や社会保
障の機能強化に伴い負担
の増加が見込まれる中で、
低所得層の負担能力への
きめ細かな配慮が必要 

 
○ 貯蓄も少ない低所得者が
失業したり病気にかかった
りすると、生活保護に至る
手前で受け止められる
セーフティネットが不十分 

 
○ 各社会保障制度で個別
に低所得者対策が講じら
れているが、累次の改正に
より複雑化し、国民には全
体像が分かりにくい 

充  実 

○ 「低所得者の家計に過重な負担をかけない」観点から、制度単位ではなく家計全体を 
     トータルに捉えて、医療・介護・保育・障害に関する自己負担の合計額に上限を設定 

○ 基礎的な消費支出等を踏まえ、負担上限を年収の一定割合とするなど、低所得者に
対して きめ細かく設定 

○ 2015年以降の「社会保障・税に関わる番号制度」等の情報連携基盤の整備が前提 
 

総合合算制度の 
イメージ 

総合合算制度の導入 

○ 税・社会保障の負担が増加する中で、 
   低所得者の負担軽減により所得再分配機能を強化 
○ 社会保険制度の持続性・安定性の確保 
○   制度横断的な自己負担軽減策の導入 

所要額（公費） 
2015年以降 
～0.4兆円程度 
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○年 医療 介護 障害 保育 負担計 年収
負担限度
年収＊10％
（仮置き）

総合合算
給付費
（仮称）

夫 １０ １０ ０ ０ ２０ １００

妻 ０ ０ ０ ５ ５ １００

世帯 １０ １０ ０ ５ ２５ ２００ ２０ ５
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給付の請求

給付の支払い

（所得情報）
市町村

（医療保険）
組合・協会・共済・
市町村

（後期高齢者医療）
広域連合

（障害者自立支援）
市町村

（保育・新システム）
市町村

（介護保険）
市町村・広域連合

「社会保障・税に関わる番号制度」をキーに世帯の自己負担の状況を把握

給付の支払い

給付の請求

支払機関

総合合算給付費
（仮称）の請求

総合合算給付費
（仮称）の支払い

総合合算制度
のための資金



与党 

・民主党税制調
査会の下に「簡
素な給付措置及
び給付付き税額
控除検討ＷＴ」
を設置 

関係５大臣会合 

 

副大臣・政務官レベルの検討チーム 

座  長 長浜内閣官房副長官  
事務局長 大串内閣府大臣政務官 
大島総務副大臣 
五十嵐財務副大臣 
辻厚生労働副大臣 
峰崎内閣官房参与（番号制度実務検討会事務局長） 

「簡素な給付措置」及び「給付付き税額控除等の再分配に関する総合的な施策」の検討体制について 

副総理 

 

簡素な給付措
置の検討 

⇒法案審議入
りまでに具体
化にあたって
の基本的な考
え方を示す。 

政府税制調査会 

専門家委員会等 

社会保障審議会等 

総合合算制度等、関連
する社会保障制度の検
討 

給付付き税額控除に関す
る税制上の論点等の検討 

（検討の進行管理等） 

（必要に応じて連携） 
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